
 1

千 葉 労 働 局 発 表 

平成２１年９月１７日 

 

 

 

 

キッコーマン株式会社が 

認定されました！！ 
 

千葉労働局（局長 千葉 秀木）では、次世代育成支援対策推進法（以下、「次世代法」と

いう。）に基づく「２００９年認定事業主」として、９月７日に新たにキッコーマン株式会社を

認定しました。これにより、千葉県内の認定事業主は合計１０社となりました。 

 平成１７年４月に施行された次世代法では、一定の要件を満たす場合、事業主は、都道府県

労働局長に申請し、認定を受けることができることとなっています。（添付資料４参照） 

 認定を受けた事業主は、次世代認定マーク 愛称「くるみん」を広告や商品、求人広告など

につけることができ、これにより「次世代育成支援対策に取り組んでいる企業」であることが

アピールされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付資料）１ 認定企業の取組事例 

      ２ 千葉県内の認定企業名一覧（平成２１年９月１７日現在） 

      ３ 千葉労働局における「一般事業主行動計画策定届」の届出状況等 

      ４ 次世代育成支援対策推進法に基づく「認定」について 

      ５ 「事業主のみなさま 次世代法が改正されました！」（リーフレット） 

 

※ 認定企業名一覧については、千葉労働局ホームページに掲載しており、今後、随時更新していく予定です。 

→http://www.chiba-roudoukyoku.go.jp/kintou/kintou5/kintou5_08.html 

※ 各都道府県の認定企業名については、厚生労働省のホームページに掲載されています。 

→http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/kijuntekigou/index.html 

 

担

当 

千葉労働局雇用均等室 

室      長  安 達 秀 子 

室 長 補 佐  荒 井 直 子 

厚生労働事務官  阿 部 恵 美 子 

電 話 ０４３－２２１－２３０７ 

 

 

○ 新たに認定された企業名[所在地] 

 

キッコーマン 株式会社 [野田市] 

 

 

 

（注）企業名等は企業の了解を得て掲載しています。 

 

 

次世代認定マーク（愛称：くるみん） 

（マークの色：ピンク又は黒） 

http://www.chiba-roudoukyoku.go.jp/kintou/kintou5/kintou5_08.html
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/kijuntekigou/index.html
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認定企業の取組事例 

 

○ キッコーマン株式会社（代表取締役社長 染谷 光男） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜行動計画＞ 

 

１ 計画期間 平成１９年４月１日～平成２１年６月３０日 
２ 内  容  
   目標１ 次世代育成に関わる制度等の啓蒙を行う。 
    
   目標２ 年次有給休暇取得促進のための措置を実施する。 
   
   目標３ 所定外労働時間を削減するための措置を実施する。 
   
   目標４ 結婚や出産等の理由により退職した社員を対象とした 
       再雇用制度を導入する。 
 
   目標５ 次世代育成に関わる制度等の研究を行う。 

＜行動計画の達成状況＞ 

 １ 所属長研修における「労務管理」の講義の中で制度等の周知を行った。 
   また、全社員に「諸制度に関するパンフレット」を配布し、制度の理解を深めた。 

 ２ 年休取得に対する意識の向上をはかるため、年次有給休暇使用状況表を各職場に

年に２回配布した。 

 ３ 毎月１９日（「食育の日」）をノー残業デーとし、実施した。 

 ４ 平成１９年９月に再雇用制度を導入した。 

 ５ 計画期間中に「次世代育成支援研究会」を計８回開催した。 
 

資料 １ 

＜育児休業取得状況（認定基準４・５）＞ 

・男性の育児休業取得者    １３名 
・女性の育児休業取得率    ９４％ 
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千葉県内の認定企業名一覧（平成２１年９月１７日現在） 

 

 

 総件数 うち常時雇用する労働者が 

３００人以下の企業数 

認定申請件数  １２ 件  １件 

認定決定件数  １０ 件 １件 

公表企業数  １０ 件 １件 

 

 

       

 

 

    

 

 

 

 

 

 

注）・企業名等は企業の了解を得て掲載しています。 

  ・規模欄に「※」のある企業は、中小企業（常時雇用する労働者300人以下）です。 

 

企業名  所在地  規模 

株式会社千葉銀行  千葉市中央区  

キッコーマン株式会社 野田市  

企業名  所在地  規模 

株式会社千葉興業銀行  千葉市美浜区  

シャープドキュメントシステム株式会社  千葉市美浜区  

ヒゲタ醤油株式会社  銚子市  

生活協同組合ちばコープ  千葉市若葉区  

みずほインベスターズビジネスサービス株式会社  船橋市 ※ 

川崎マイクロエレクトロニクス株式会社  千葉市美浜区  

イオンモール株式会社  千葉市美浜区  

株式会社京葉銀行 千葉市中央区  

資料 ２ 

●２００９年認定事業主 

●２００７年認定事業主 
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千葉労働局における「一般事業主行動計画策定届」の届出状況等 

－平成２１年６月末現在－ 

 

千葉労働局雇用均等室 

 

 

１ 一般事業主行動計画届出状況 

（１） ３０１人以上企業 

    届出率           ９５．３％   

    届出企業数         ３０１社    

    【３０１人以上企業数    ３１６社 】 

 

（２） ３００人以下企業 

    届出企業数         ３２２社    

 

 

２ 届出企業のうち、認定申請予定ありとしている企業数 

（１） ３０１人以上企業 

企業数            ５４社    

    届出企業に占める割合    １７．９％   

 

（２） ３００人以下企業 

    企業数            ６３社    

    届出企業に占める割合    １９．６％   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ３ 
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次世代育成支援対策推進法に基づく「認定」について  

１ 「認定」とは？  

次世代育成支援対策推進法（以下、「次世代法」という。）に基づき、一般事業主行動計画策定届を

都道府県労働局に届け出て、下記認定基準を全て満たした事業主は、申請により「次世代育成支援

対策に取組んでいる企業」として労働局長から認定される仕組みとなっています。  

認定は行動計画を達成するごとに、何回でも受けることができます。  

 

［認定基準］  

認定を受けるためには、以下の９項目をすべて満たす必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 認定を受けるメリット！  

認定を受けると、右の次世代認定マーク（愛称：くるみん）を利用する  

ことができます。このマークはいわば、「働きがいがあり、働きやすい  

企業」「社員を大事にする企業」を表しているといえます。  

このマークを求人広告、自社の商品やその広告、企業の封筒や名刺 

などにつけて対外的にアピールすることで、企業のイメージアップ、 

社内のモラールアップやそれに伴う生産性の向上、優秀な人材の確保 

などが期待できます。 

  

 

  

①商品又は役務               ⑤インターネットを利用した方法  

②商品、役務または一般事業主の広告      により公衆の閲覧に供する情報  

③商品又は役務の取引に用いる書類又は通信  ⑥労働者の募集の用に供する広告  

④一般事業主の営業所、事務所その他事業場   又は文書  

 

資料 ４ 

１．雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし、適切な行動計画を策定したこと。  

２．行動計画の計画期間が２年以上５年以下であること。  

３．策定した行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。  

４．平成２１年４月１日以降に新たに策定・変更した一般事業主行動計画について、公表及び従業員へ

の周知を適切に行っていること。 

５．計画期間内に男性の育児休業取得者がいること。  

６．計画期間内の女性の育児休業取得率が７０％以上であること。  

（※ ５，６については常時雇用する労働者数が３００人以下の企業等の場合、特例があります。）  

７．３歳から小学校に入学するまでの子を持つ労働者を対象とする「育児休業の制度または勤務時間

短縮等の措置に準ずる措置」を講じていること。  

８．次の①から③のいずれかを実施していること。  

①所定外労働の削減のための措置  

②年次有給休暇の取得の促進のための措置  

③その他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置  

９．法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。  

 

次世代認定マーク 

（マークの色；ピンク又は黒）  

 ［マークを使用できるもの］ 
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３ 次世代育成支援対策推進法とは？  

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を行う「次世代育成支援

対策」を国や地方公共団体・企業が一体となって進めるために制定された法律です。  

この法律に基づき、常時301人以上の労働者を雇用する企業等は、「一般事業主行動計画」
を策定し、策定した旨を都道府県労働局に届け出ることが義務となり、雇用する労働者が300
人以下の企業等は努力義務となっています。  

 

 

４ 「一般事業主行動計画」とは？  

企業が、子育てをしている労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための雇用環境の

整備や、子育てをしていない労働者も含めた多様な労働条件の整備などの取組を行うために、以下

の３つの事項が含まれている計画のことを指します。  

 

計  画  期  間 

経済社会環境の変化や労働者のニーズ等も踏まえて策定するために

は、1回の計画期間を２～５年間で設定することが望ましく、２００５年４月１日

～２０１５年３月３１日までの１０年間に集中的かつ計画的に取組むこととなっ

ています。  

目         標 
関係法令で定められている最低基準を上回っており、現状から一歩でも

二歩でも進んだものであれば、各企業で自由に決定できます。  

目標達成のための  

対策とその実施時期  

目標達成のために、いつまでに、どのようなことに取組むかを具体的に記

述するものです。  

 

（問合わせ先等） 
 千葉労働局雇用均等室 
  TEL ０４３－２２１－２３０７ 
  千葉労働局ホームページアドレス 

http://www.chiba-roudoukyoku.go.jp/ 

http://www.chiba-roudoukyoku.go.jp/















